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第１節 目 的

この計画は、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第 42 条の規定に基づき、能美市防災会議

が作成する計画であり、地震及び地盤の液状化の災害から市民の生命、身体及び財産を保護するとと

もに、災害による被害を軽減し、もって、社会秩序の維持と公共の福祉の確保に資することを目的と

する。

第２節 性格及び基本方針

１ 性格

地震災害は、広域かつ複合災害であり、防災計画についても他の災害と異なったものとなること

から、内容の充実を図るため、「能美市地域防災計画」中の地震に係る対策等を「能美市地域防災計

画」の「地震災害対策編」とする。

また、能美市における地震災害対策を推進するうえでの基本となるものであり、指定地方行政機

関又は指定公共機関の長が作成する防災業務計画及び石川県地域防災計画に抵触するものであっ

てはならない。

なお、「能美市地域防災計画」の「津波災害対策編」とは重なるところもあるので、両編合わせて

震災対策のために活用されるべきものである。

２ 基本方針

この計画は、市、防災関係機関、事業所及び市民がとるべき基本的事項等を定めたものである。

市及び防災関係機関がそれぞれ全機能を有効に発揮し、相互に協力して防災対策に万全を期すと

ともに、防災基盤の整備、推進に努める。

また、事業者及び市民は、それぞれ自助・共助の精神に基づいて、自ら地震災害への備えの充実

に努めることが大切である。

第３節 構成と内容

１ 計画の構成

本計画は、現実の災害に対する対応に即した構成としており、第１編の一般災害対策編に続いて、

第２編を地震災害対策編、第３編を津波災害対策編、第４編を事故災害対策編と位置づけ、計画を

作成する。

また、巻末には資料編として、本計画に必要な関係資料等を掲げた。

能美市地域防災計画

資料編

第１編　一般災害対策編

第２編　地震災害対策編

第３編　津波災害対策編

第４編　事故災害対策編

第２編 地震災害対策編
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２ 計画の内容

計画の内容は、それぞれの災害に対する予防、応急、復旧・復興等の各段階における諸施策を示

した。

第４節 市及び防災関係機関の処理すべき事務又は業務の大綱

災害対策基本法第 42 条第２項第１号の規定により、市、防災関係機関及び市内の公共的団体そ

の他防災上重要な施設の管理者は、それぞれの所掌事務又は業務を通じ、市の地域に係る地震防災

に寄与するものとし、それぞれが防災に関して処理すべき事務又は業務の大綱は、本計画一般対策

編第１章第４節「市及び防災関係機関の処理すべき事務又は業務の大綱」のとおりとする。

第５節 計画の運用

１ 平時の運用

(1) 地震災害予防計画に基づいた事務の遂行

各種施策、事業の企画立案の段階において、当該施策及び事業が災害予防計画に合致したもの

となっているか、又は反するものとなっていないかを点検し、問題がある場合は当該施策、事業

の修正を行わなければならない。

(2) 地震災害応急対策計画及び地震災害復旧計画等の習熟及びマニュアル等の整備

災害発生時には、被害を最小限に止めるために防災活動を展開することになるが、防災活動は

地震災害応急対策計画、及び地震災害復旧計画に沿って行われることから、防災活動の成否は、

これらの計画の適否及び各担当職員の活動計画の習熟の程度によって左右されることになる。

そのため、関係する計画箇所については日頃から習熟しておくとともに、災害発生時にスムー

ズな計画運用を図るためのマニュアルを必要に応じて整備しておく。

(3) 防災会議への報告

市及び防災関係機関は、地震災害予防計画に基づいた事務の遂行状況及び今後の目標、方針を

防災会議に報告する。

２ 地震災害発生時の運用

地震災害発生時には、地震災害応急対策計画及び地震災害復旧計画等を積極的に活用し、被害を

最小限に止めるよう努める。

災害予防計画
災害の軽減を図るため、防災関連施設の整備、平常からの防災訓練、

市民への防災知識の普及等に関する計画とする。

災害応急対策計画

組織体制の確立、情報の収集、伝達など災害発生後直ちに必要とな

る緊急対策（初動期の対策）と、給水、給食、文教対策など被害の状

況に応じて、ある程度の時間を経て需要が発生する応急対策など、被

害の拡大を防止するための計画とする。

復旧・復興計画 被災者の生活安定と社会経済活動の早期回復のための計画とする。

第２編 地震災害対策編
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３ 計画の修正

この計画は、災害対策基本法第 42 条の規定に基づき毎年検討を加え、必要があると認めるとき

はこれを修正する。

各機関は、関係ある事項について修正がある場合は、毎年３月末までに修正案を能美市危機管理

課へ提出する。

４ 計画の周知

この計画は、市職員及び関係行政機関、関係公共機関その他防災に関する重要な施設管理者に周

知徹底させるとともに、特に必要と認める事項については、住民にも広く周知徹底する。

第２編 地震災害対策編
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第６節 本市の特性と既往の地震災害

１ 位置及び地勢

能美市は、加賀地域のほぼ中央に位置し、金沢市へは北東約 20km の距離にあり、小松市が南に隣

接している。

西部は、白砂青松の海岸を有する日本海に面し、中央部には手取川扇状地の平坦な地形が広がっ

ている。一方、東部は白山山系に連なる緑豊かな能美丘陵を有し、北部には県内最大の一級河川で

ある手取川が、南には同じく一級河川である梯川が流れており、豊かな自然環境に恵まれた地域を

形成している。また、能美市は、84.14ｋ㎡の面積を有しており、山林：約 42％、農地：約 22％、

宅地：約 14％となっている。

２ 地質及び地盤等の特性と地震の発生状況

(1) 地層及び岩石の種類

県内にみられる地層及び岩石の種類（地質系統）を地質時代の古いものから順に整理すると次

のとおりであり、主として新生代新第三紀以降の地層が広い面積を占めて分布する。

また、県内の地質分布は地質年代と岩質によって大まかに分類して図「石川県の地質・地盤分

布略図」に、主な地層、岩石とその地質年代は表「石川県に分布する地層・岩石と年代」及び表

「石川県に分布する第四紀層と第四紀火山」に、それぞれ示すとおりである。

なお、地質は、地殻を形作っている岩石や地層の性質、状態であり、その形成過程や形成年代

に着目し、地球（地殻）の歴史の産物として見るもので、地盤は、建造物、施設物などの基礎と

なる土地を意味し、社会活動に利用する観点から固さ、強さなど工学的な性状で見るものであ

る。

ア 古生代から中生代ジュラ紀の飛騨片麻岩類及び花崗岩類

イ 中生代ジュラ紀から白亜紀の堆積岩類（手取層群）

ウ 中生代白亜紀から新生代古第三紀の火山岩類（濃飛流紋岩類）

エ 新生代新第三紀中新世前半の火山岩類（北陸層群下部のグリーンタフ）

オ 新生代新第三紀中新世後半の堆積岩類（北陸層群上部）

カ 新生代新第三紀鮮新世から第四紀更新（洪積）世の堆積物（段丘や丘陵の砂礫）

キ 新生代第四紀の火山岩類（白山（活火山）・戸室山・大日山など）

ク 新生代第四紀完新（沖積）世の堆積物（平野の砂泥、砂丘や扇状地の砂礫）

県内の人口密集地は、主として海岸平野の軟弱な完新世堆積物（沖積層）の上にある。

この地層は、地震の際に建物（特に木造建築）の揺れが大きくなりやすい地盤であり、干拓地、

川沿いの低地、潟の周囲、埋立地などは液状化の危険もある。

第２編 地震災害対策編
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図 石川県の地形区分（絈野,1977）

(出典：石川県地域防災計画－地震災害対策編－，p9，令和8 年 5 月修正版)

第２編 地震災害対策編
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(2) 地域分布

県内における各種の地層及び岩石の分布は、次のとおりである。

ア 能登地域

大部分が第三紀中新世の火山岩類及び堆積岩類からなるが、宝達山など数箇所には、基盤の

花崗岩類や片麻岩類が露出する。能登北部の第三紀層分布地域では、しばしば地すべりが発生

している。邑知潟地溝帯や輪島、珠洲、七尾の平野部には、軟弱な沖積層が厚く堆積している。

イ 加賀地域

南部の山地には、基盤の方麻岩類や中生代の地層が露出する。それを覆う第三紀の火山岩類

及び堆積岩類が山地から丘陵地にかけて広く分布し、河川沿いに第四紀の段丘や扇状地の堆

積物がみられる。加賀平野には、軟弱な沖積層が厚く堆積し、海岸には砂丘が発達する。県南

部の県境沿いと金沢東方には、活火山白山を含むいくつかの第四紀火山がある。

図 石川県の地質・地盤分布略図（絈野義夫 1991 一部加筆修正）

(出典：石川県地域防災計画－地震災害対策編－，p11，令和 8年 5月修正版)
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(出典：石川県地域防災計画－地震災害対策編－，p12，令和8 年 5 月修正版)

(出典：石川県地域防災計画－地震災害対策編－，p13，令和8 年 5 月修正版)
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図 石川県とその周辺における小さな地震まで含めた最近 10 年間の地震活動

（2015 年～2024 年、Ｍ2.0 以上・深さ３０ｋｍ以浅、金沢地方気象台のデータから作成）

(出典：石川県地域防災計画－地震災害対策編－，p14，令和8 年 5 月修正版)

(3) 石川県及びその周辺での地震の発生状況

石川県に被害を及ぼす地震は、主に陸域の浅い地震である。歴史の資料で知られている主な浅

い地震は、金沢市から加賀市付近にかけての地域や能登半島、更には日本海沖合で発生してい

る。

県内のどの地域も、約 100 年に１度の割合でかなりの規模の地震被害を経験しており、県全

体としては、30 年に一度の割合で被害地震が発生している。県都が被害を受けた直下型地震の

例としては、1799 年（寛政 11 年）の金沢地震（Ｍ6）がある。人的被害が最も大きかった例と

しては、1948 年（昭和 23 年）の福井地震（Ｍ7.1）がある。

また、最近の被害地震としては、1993 年（平成５年）の能登半島沖地震（Ｍ6.6）、2007 年（平

成 19 年）の能登半島地震（Ｍ6.9）がある。この地域では、将来も同程度の直下型地震が発生す

る可能性があると指摘されている。また、富山湾から新潟沖・秋田沖・北海道南西沖にかけての

日本海東縁にも大規模な地震が頻発する地帯があり、そこで発生する津波が数年から数 10 年ご

とに能登半島沿岸を襲い、被害が生じている。（※ Ｍはマグニチュードを示す。）

３ 社会的要因とその変化

地震災害は、自然的条件に起因する災害と社会的条件によってもたらされる災害が同時複合的に

第２編 地震災害対策編
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現出するという特徴を持っている。

被害を拡大する社会的要因としては、主として次のような点が指摘される。

(1) 都市化の進展

本市は、北に金沢市、白山市、南に小松市と、大きな都市の間に位置し、交通の利便性の高さ

から住宅地開発や工業立地が盛んな地域となっている。このため、急速に市街化が進展してお

り、発災時の被災者の増加や同時多発火災の発生、延焼地域の拡大等の危険性が懸念される。

(2) 工業化の進展

本市は、高度経済成長により急速に工業化が進展したが、工業自体が災害発生の危険を包含し

ていることなど地域に及ぼす影響が大きく、被害拡大の危険性を高めている。

(3) 交流人口の増大・国際化の進展

毎年多くの観光客が本県に訪れるなど、交流人口が増大している。加えて、国境を越えた経済

社会活動の拡大とともに、在県・来県外国人も増加している。したがって、災害時に、要配慮者

としての旅行者や外国人にも十分配慮する必要がある。

(4) 生活環境の変化

近代生活を営むに当たっては、電話、電気、水道、ガス等のライフラインに加え、携帯電話や

インターネットなどの情報通信ネットワーク等は欠かせないものとなっているが、生活水準の

向上に伴い、これらは急速に整備されてきている。

このため、地震が発生すると、生活面及び情報面での不安が増大し、心理的にも危険な状態に

おちいることが予想される。

(5) 住民の共同意識の変化

手取川の氾濫に対して共同で対応した「川筋根性」と呼ばれる共同体意識が存在した地域であ

るが、今日の社会経済の発展は、物質的には豊かな社会を出現させた反面、生活様式の多様化や

都市化の進展に伴い、住民の地域的連帯感が希薄になってきている。このため、いったん地震等

の災害が発生すると、混乱を増幅させ被害が拡大することが予想される。

(6) 交通機関の発達

自動車保有台数が、急速に増加してきているが、自動車自体がガソリン等の危険物を内蔵して

おり、出火、延焼の原因になるとともに、交通混乱によって被害が著しく拡大されることが予想

されることに加え、生活に自動車が必須の土地柄から、交通機関としての自動車利用に対するニ

ーズが非常に強い。また、近年は道路の高規格化や橋梁の整備が進み、短時間で金沢や小松など

の都市部へ移動することが可能となった。利便性にともない、住宅地の広域化が進展している。

こうしたことから、発災時の道路の寸断等により、輸送、避難に影響が出ることが懸念される。

(7) 新たな感染症への対策

新型コロナウイルス感染症流行時の経験も踏まえ、災害対応に当たる職員等の感染症対策の

徹底や、避難所における避難者の過密抑制など感染症対策の観点を取り入れた防災対策を推進

する必要がある。

(8) 情報通信技術の発達

効果的・効率的な防災対策を行うため、ＡＩ、ＩｏＴ、クラウドコンピューティング技術、Ｓ

ＮＳの活用など、災害対応業務のデジタル化を促進する必要がある。デジタル化に当たっては、

災害対応に必要な情報項目等の標準化や、システムを活用したデータ収集・分析・加工・共有の

体制整備を図る必要がある。
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４ 既往地震とその被害

石川県は、有感地震の数が全国的にも少ない地域である。しかし、平均して 30 年に１度は、被害

地震が発生している。県内に被害をもたらした地震とその被害状況は、次の表のとおりである。

（※有感地震とは、計測震度が 0.5 以上のものをいう。）

(1) 石川県内に被害をもたらした県内・外発生地震とその被害状況

発生年月

（年号）

震源地域又は名称
ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ

震度
被害の概況

北緯 東経 金沢 輪島

1640.11.23

（寛永 17）
36.3° 136.2°

6 1/4～6

3/4
－ －

加賀大聖寺：家屋の損壊、人畜の死傷多

1725.6.17

（享保 10）
36.4° 136.4° 6 － －

加賀小松：城の石垣、蔵少々破壊、金沢で同日 4～5回

地震

1729.8.1

（享保 14）
37.4° 137.1° 6.6～7.0 － －

能登：珠洲郡、鳳至郡で損壊家屋 791、死者 5、山崩れ

1,731 ヶ所、輪島村で潰家 28

1799.6.29

（寛政 11）

金沢地震
6 － －

死者 15、金沢城で石垣破損、城下で潰屋 4,169、能美・

石川・河北郡で損家 1,033、潰家 96436.6° 136.6°

1815.5.31

（文化 12）
36.4° 136.5° 6 － －

加賀小松：小松城の破損多し、金沢で強し

1833.12.7

（天保 4）
38.9° 139.2° 7.5 － －

能登：死者 100、台破流失家屋345、その他、越後等で

死者 42、全壊家屋 475

1855.3.18

（安政 2）
36.25° 136.9° 6.8 － －

金沢城内で石垣、堀崩れ、土蔵少損

1858.4.9

（安政 5）

飛越地震
7.0～7.1 － －

金沢城の石垣、土塀破損、城下で全半壊 114、大聖寺で

家屋全壊 148、大破 370、土蔵全壊 142、大破 174、寺

全壊 12、大破 3536.4° 137.2°

1891.10.28

（明治 24）

濃尾地震
8 4 －

全体被害：死者 7,273、建物全壊14万余、半壊 8万余、

山崩れ 1万余、石川県：家屋全壊 2535.6° 136.6°

1892.12.9

（明治 25）

能登南西部地震
6.4 4 －

能登：家屋、土蔵の損壊、11日にも同程度の地震があ

り、羽咋郡で死者 1、全壊 237.1° 136.7°

1896.4.2

（明治 29）

能登半島
5.7 1 －

能登半島：輪島村で土蔵倒壊 2、家屋損壊 15、禄剛崎

灯台破損37.5° 137.3°

1930.10.17

（昭和 5）

大聖寺地震
6.3 3 3

大聖寺、吉崎、小松付近：砂丘による崖崩れ、亀裂有

り、佐美山長さ 150m にわたる崖崩れ、死者片山津１名36.3° 136.3°

1933. 9.21

(昭和 8)

七尾湾地震
6 2 4

能登半島：鹿島郡で死者3、負傷者 55、家屋観壊2、破

損 14337.1° 136.8°

1944.12. 7

(昭和 19)
東南海地震 7.9 3 4

全体被害：静岡、愛知、三重などで被害。死・不明者

1,223 人、住家全壊 17,599 など

石川県：住家全壊 333.8° 136.6°

1948.6.28

(昭和 23)

福井地震
7.1 4 4

全体被害：死者3,769人、家屋倒壊36,184、半壊11,816、

焼失 3,851 など36.2° 136.2°

1952.3.7

（昭和 27）

大聖寺沖地震
6.5 3 4

石川、福井両県：死者 7、負傷者 8、家屋半壊 4、

破損 82、焼失 2736.5° 136.2°

1961.8.19

（昭和 36）

北美濃地震
7 3 3

全体被害：死者 8 人、家屋全壊 12、山くずれ 99 箇所

など

石川県：死者 4、負傷者 5、山崩れ 5ヶ所36.0° 136.8°

1964.6.16

(昭和 39)
新潟地震 7.5 2 4

全体被害：死者 26人、家屋全壊 1,960、半壊 664、

浸水 15,298、船舶など 津波の発生や新潟市内では、

地盤の流動化がみられた。

石川県：津波により穴水湾を主に床上浸水 4、床下浸水

131、田畑冠水

38.4° 139.2°

1383.5.26

（昭和 58）
日本海中部地震 7.7 1 3

全体被害：死者 104 人、負傷者 163、建物全壊 934、

半壊 2,115、流出 52船、沈没255、船流出 451、

船破損 1,187 など。

石川県：津波により負傷者 8、住宅破損 2、床上浸水

3、床下浸水 3
40.4° 139.1°

1985.10.18

(昭和 60)

能登半島沖
5.7 2 4

負傷者 1、文教施設 29、被害総額 1,800 万円

37.4° 136.6°
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発生年月

（年号）

震源地域又は名称
ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ

震度
被害の概況

北緯 東経 金沢 輪島

1993.2.7

（平成 5） 能登半島沖地震
6.6 4 5

地震の概要：平成 5 年 2 月 7 日、22 時 27 分、能登半

島で、マグニチュード 6.6 の地震があり、輪島で震度

5の強震を記録したほか、金沢、富山、高田、伏木でも

震度 4の中震を記録するなど、北陸地方を中心に東北

から中国地方の広い範囲で地震を記録した。この地震

により、珠洲市を中心に次のような被害が出た。

被害状況：負傷者 29人、住家全壊 1、住家半壊 20、一

部破損 1、非住家 14、道路被害 142、水道断水 2,355 な

ど被害総額約 42億円

37.4° 137.2°

1993.7.12

（平成 5）
北海道南西沖地震 7.8 1

全体被害：死者・不明者 231 人、負傷者 305 人、住家

被害 567、住家半壊 299、一部破損 2,691、被害船舶

1,715 など

石川県：輪島市、珠洲市、富来町津波による船舶被害

24
42.8° 144.4°

1995.1.17

（平成 7） 兵庫県南部地震 7.2 3 3

地震の概要：平成 7 年 1 月 17日、5 時 46 分、兵庫県

南部でマグニチュード 7.2 の地震があり、最大神戸等

で震度 7 を記録したほか、京都等で震度 5、大阪等で

は震度 4を記録し、九州から関東・北陸までの広い地

域で有感となった。この地震により、県内では金沢・

輪島で震度 3を記録した。

全体の被害：死者 6,433 人、不明 3人、負傷者 43,792

人以上、住家全壊 104,906、半壊 144,274 と、1900 年

代では関東大震災に次ぐ地震被害となった。

34.6° 135.0°

2000.6.7

（平成 12）
石川県西方沖 6.2 3 4

地震の概要：平成 12年 6月 7日、7時 6分、石川県西

方沖でマグニチュード 6.2 の地震があり、小松市で震

度 5弱を記録したほか、北陸で震度 1～4、東北、中部、

近畿、中国、四国地方で震度 1～3を記録した。
36.5° 135.3°

2002.11.17

（平成 14）

石川県加賀地方
4.7 2 3

石川県河内村直海＊、吉野谷村市原＊、尾口村女原＊

で震度 4を観測したほか新潟県から京都府にかけてと

岐阜・長野県で震度 1～3を観測した。この地震による

被害は、吉野谷村で一部道路破損 1箇所、給水管は損

1 件、水道断水 1 棟で、河内村で非住家一部破損 1棟

であった。

36.3° 136.7°

2007.3.25

（平成 19）

能登半島地震
6.9 4 6 強

地震の概要：平成 19年 3月 25日、9時 41 分、能登半

島沖でマグニチュード 6.9 の地震があり、能登地方を

中心に、七尾市、輪島市、穴水町で最大深度 6強、鹿

町、中能登町、能登町で震度 6弱、珠洲市で震度5 強、

羽咋市、かほく市、宝達志水町で震度 5 弱を観測した

ほか、加賀地方でも震度 4～3を観測した。また、新潟

県、富山県で震度 5弱を観測したのをはじめ、北陸津

方を中心に北海道から中国、四国地方にかけて震度 5

弱～1を観測した。

被害状況：死者 1人、負傷者 338 人、住家全壊 686 棟、

住家半壊 1,740 棟、一部損壊 26,959 棟、非住家 4,484

棟など

37.1° 136.4

2011.3.11

（平成 23）

東北地方太平洋沖

地震 9.0 3 3

地震の概要：平成 23 年 3月 11 日、14 時 46 分、三陸

沖を震源とするマグニチュード 9.0 の地震があり、最

大震度は宮城県栗原市で 7。東北から関東にかけての

東日本一帯に地震と津波による甚大な被害と原発事故

をもたらした。石川県での被害はなかった。

被害状況：死者行方不明者約 19,000 人、全壊・半壊 39

万戸以上、ピーク時の避難者 40万人以上など

38.1° 142.9°
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資料：県地域防災計画より

＊「理科年表」（国立天文台 1998）、「日本の地震活動<追補版>」(総理府地震調査研究推進本部地震調査

委員会 平成 11年３月)等から作成

発生年月

（年号）

震源地域又は名称
ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ

震度
被害の概況

北緯 東経 金沢 輪島

2022.6.19

（令和 4）

石川県能登地方
5.4 2 4

地震の概要：令和 4年 6月 19 日、15時 8 分、石川県能

登地方を震源とするマグニチュード 5.4 の地震があり、

珠洲市で最大震度 6弱、能登町で震度 5弱、輪島市で震

度 4 を観測した。翌 20 日、10 時 31 分、再び能登地方

でマグニチュード 5.0 の地震が発生し、珠洲市で最大震

度 5強、能登町で震度 4を観測した。

被害状況：負傷者 7人、一部損壊73 棟、非住家 1棟な

ど

37.5° 137.3°

2023.5.5

（令和 5）
能登半島沖

6.5 4 5 弱

地震の概要：令和 5年 5月 5日、14時 42 分、能登半島

沖を震源とするマグニチュード 6.5 の地震があり、珠洲

市で最大震度 6強、能登町で震度 5強、輪島市で震度 5

弱を観測したほか、金沢、新潟、富山、福井でも震度 4

を記録するなど、北陸地方を中心に広い範囲で地震を記

録した。同日、21時 58 分、再び能登半島沖でマグニチ

ュード 5.9 の地震が発生し、珠洲市で最大震度 5強、能

登町で震度 5弱、七尾市、輪島市、穴水町で震度 4を観

測した。

被害状況：死者1 人、負傷者 47人、住家全壊 38棟、住

家半壊 263 棟、一部損壊 1,384 棟、非住家 471 棟など

37.5° 137.3°

2024.1.1

（令和 6）

石川県能登地方

7.6 5 強 7

地震の概要：令和 6年 1月 1日、16時 06 分、石川県能

登地方を震源とするマグニチュード 5.5 の地震が発生、

同日 16時 10 分、石川県能登地方を震源とするマグニチ

ュード 7.6 の地震が発生し、輪島市、志賀町で最大震度

7、七尾市、珠洲市、穴水町、能登町で震度6 強、中能

登町で震度 6弱、金沢市、小松市、加賀市、羽咋市、か

ほく市、能美市、宝達志水町で震度5 強、その他の市町

でも震度 4以上を観測した。また、新潟で震度 6弱、富

山、福井で震度 5強を観測したのをはじめ、北陸地方を

中心に北海道から九州地方にかけて震度5弱～1を観測

した。

被害状況：死者 574人（うち災害関連死 346人）、

負傷者 1,269 人、住家全壊 6,151 棟、住家半壊

18,646 棟、一部損壊 91,261 棟、非住家 37,546

棟など（※令和 7年 4月 30 日時点）

37.5° 137.3°

2024.6.3

(令和 6)
石川県能登地方 6.0 3 5 強

地震の概要：令和 6 年 6月 3 日、6 時 31 分、能登地方

を震源とするマグニチュード 6.0 の地震があり、輪島

市、珠洲市で最大震度 5強、能登町で震度 5弱を観測し

たほか、七尾市、穴水町でも震度 4を記録するなど、北

陸地方を中心に広い範囲で震度 1以上を観測した。

被害状況：負傷者 1人、住家被害5 棟(※元々倒壊して

いた家屋がさらに倒壊)など

37.3° 137.2°

2024.11.26

(令和 6)

石川県西方沖

6.6 3 5 弱

地震の概要：令和 6年 11 月 26 日、22時 47 分、石川県

西方沖を震源とするマグニチュード 6.6 の地震があり、

輪島市、志賀町で最大震度 5弱、そのほか、七尾市、珠

洲市、加賀市、羽咋市、かほく市、津幡町、宝達志水町、

中能登町、穴水町、能登町でも震度 4を記録するなど、

北陸地方を中心に広い範囲で震度 1以上を観測した。

被害状況：負傷者 1人など

37.0° 136.2°
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(2) 能登半島地震の概要

ア 地震の概況

平成 19 年 3 月 25 日、9時 41 分、能登半島沖の北緯 37 度 13 分、東経 136 度 41 分、深さ 11

ｋｍ（輪島市門前町剣地沖）を震源とするマグニチュ－ド（以下Ｍと記述）6.9 の地震が発生

し、石川県能登地方を中心に七尾市、輪島市、穴水町で最大震度 6強、志賀町、中能登町、能

登町で震度 6弱、珠洲市で震度 5強、羽咋市、かほく市、宝達志水町で震度 5 弱を観測した

ほか、加賀地方でも震度 4～3を観測した。また、石川県以外でも、新潟県、富山県で震度 5

弱を観測したのをはじめ、北陸地方を中心に北海道から中国、四国地方にかけて震度 5弱～1

を観測した。その後の余震活動は、この地震を本震とする本震－余震型で経過した。3月 25

日 18 時 11 分に本震後最大となるＭ5.3（最大震度 5弱）の余震、更に 26日 7 時 16分にもＭ

5.3（最大震度 4）の余震が起こった。また、平成 20 年１月 26 日 4 時 33 分にもＭ4.8（最大

震度 5弱）の余震があった。

(出典：石川県地域防災計画－地震災害対策編－，p22，令和 8年 5月修正版)
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平成 19 年(2007 年)能登半島地震の能美市内の震度観測状況及び最大震度

平成 19 年(2007 年)３月以降の石川県内有感地震回数の推移 （能登半島地震の本震、余震を含む）

（2007 年３月 25 日 09時 41 分～2008 年４月 30 日 24 時 00 分まで）

イ 津波の状況

気象庁はこの地震により、9時 43 分に石川県能登及び石川県加賀に「津波注意報」を発表

して注意を喚起した。11 時 13 分に珠洲市長橋港で最大 22ｃｍの津波を観測したが、11 時 30

分に津波による被害の恐れはなくなったと判断し、「津波注意報」を解除した。

ウ 被害の概要

能登半島地震による石川県内での被害について、人的被害は、死者１人、重傷者 88 人、軽

傷者 250 人の合わせて 339 人であった。住家被害は、全壊 686 棟、半壊 1,740 棟、一部損壊

26,959 棟の合わせて 29,385 棟であり、非住家被害 4,484 棟を合わせると、建物被害は 33,869

棟であった。

住家被害の大きい市町としては、輪島市 11,587 棟、七尾市 7,673棟、志賀町 3,614 棟、穴

水町 2,497 棟などであり、住家被害の約４割が輪島市に集中している。全壊のみをみると輪

島市 513 棟、穴水町 79 棟、七尾市 69 棟などであり、各市町の住家被害数と比較すると、全

壊の割合が輪島市と穴水町で特に高い。

避難所については、七尾市、輪島市、志賀町、中能登町、穴水町、能登町の２市４町で 47

カ所が開設され、ピーク時の地震翌日３月 26 日には、2,624 人の被災者が避難した。また、

地震発生当日の夕方には、災害救助法が七尾市、輪島市、珠洲市、志賀町、中能登町、穴水町、

能登町の３市４町に適用され、自衛隊や消防など防災関係機関による懸命の救助・救出活動が

行われた。

観測地点（5 弱以上） 震度 観測地点（４以下） 震度 市町名 最大震度

－ － 能美市来丸町 4 能美市 4

期間
最大震度別回数 震度 1 以上を観測した地震

1 2 3 4 5 弱 5 強 6 弱 6 強 7 回数 累計

平成 19年 3月 213 74 25 6 3 0 0 1 0 322 322

平成 19年 4月 66 21 8 1 0 0 0 0 0 96 418

平成 19年 5月 21 9 0 1 0 0 0 0 0 31 449

平成 19年 6月 12 4 1 2 0 0 0 0 0 19 468

平成 19年 7月 17 8 2 0 1 0 0 0 0 28 496

平成 19年 8月 7 0 1 0 0 0 0 0 0 8 504

平成 19年 9月 4 1 0 0 0 0 0 0 0 5 509

平成 19年 10 月 3 0 0 0 0 0 0 0 0 3 512

平成 19年 11 月 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 512

平成 19年 12 月 3 2 1 0 0 0 0 0 0 6 518

平成 20年 1月 4 4 1 0 1 0 0 0 0 10 528

平成 20年 2月 2 1 0 0 0 0 0 0 0 3 531

平成 20年 3月 3 2 0 0 0 0 0 0 0 5 536

平成 20年 4月 3 3 0 0 0 0 0 0 0 6 542

合計 358 129 39 10 5 0 0 1 0 542 542
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エ 災害の特色

今回の地震は、大規模地震の発生する可能性が低いとされていた地域で地震が発生したも

ので、震度 6強を輪島市、七尾市、穴水町で観測しているが、死者１人、重傷者 88 人、軽傷

者 250人であり、震度の割には人的被害は少なかった。

その理由として、発災した日時と天候が大きく関係しており、

① 季節は春、積雪なし、暖冬の影響で暖房器具の使用が少なかったことから、火災の発生が

なかったこと

② 春休み期間中であり、就学生徒等が学校に不在であり、リスク分散していたこと

③ 曜日は日曜日であり、多くの就労者は休日であり、事業活動も平日より少なく、交通量も

減少していたこと

④ 時間は、午前 9時 42 分と朝食も終え、火を使った調理時間を過ぎていたことから、火災

発生がなかったこと

⑤ 夜の暗闇ではなく、身の回りの情報が把握でき、危険回避、避難等がスムーズに行うこと

ができたこと

⑥ 天候は、曇りであり、地域的に早起きの人が多く、高齢者は農作業等で外出しており、自

宅に不在であり、倒壊家屋による人的被害が少なかったこと

⑦ 火災などの二次被害がなかったことにより、被害が拡大しなかったこと

⑧ 震度は 6強でとどまり、壊滅的な被害となる震度７ではなかったこと

また、地域の特殊性として、

① 過疎化・高齢化が進み人口が少なく、住家が疎らな中山間地域であったこと

② 能登北部は、丘陵地が多く揺れを増幅するような軟弱な地盤ではなかったこと

③ 時間をかけて築き上げたコミュニティが、「共助」体制を形成しており、地域人員の確認

（行方不明者なし）、迅速な救助救出が実施されたことなどが考えられる。

さらに、防災関係機関やボランティアなどによる取り組みとして、

① 県の現地災害対策本部を輪島市の庁舎内に設置し、被災市町や国との情報の共有化を図

ったこと

② 避難所における健康管理を徹底したことなどにより、避難所での二次被害（関連死）を未

然に防ぐことができたこと

③ 能登有料道路の早期復旧など公共インフラ、ライフラインの早期復旧が図られたこと

④ ボランティアなどによる救援活動が迅速に行われたことなどがあげられる。

［石川県震災対策専門委員会「能登半島地震の検証結果を踏まえた今後推進すべき施策大綱」参考］

(3) 令和６年能登半島地震の概要

ア 地震の概況

令和 6年 1月 1日、16時 06 分、能登地方の北緯 37 度 31 分、東経 137 度 15 分、深さ 12km

を震源とするマグニチュード（以下Ｍと記述）5.5 の地震が発生、同日 16 時 10 分、能登地方

の北緯 37 度 30分、東経 137 度 16 分を震源とするＭ7.6 の地震が発生し、輪島市、志賀町で

最大震度 7、七尾市、珠洲市、穴水町、能登町で震度 6強、中能登町で震度 6弱、金沢市、小

松市、加賀市、羽咋市、かほく市、能美市、宝達志水町で震度 5強、その他の市町でも震度 5

市町
人的被害（人） 住家被害（棟） 非住家被害

（棟）死者 重傷者 軽傷者 全壊 半壊 一部損壊

能美市 － － － － － － 1

第２編 地震災害対策編



18

弱～4を観測した。また、石川県以外でも、新潟県で震度 6弱、富山県、福井県で震度 5強を

観測したのをはじめ、北陸地方を中心に北海道から九州地方にかけて震度 5 弱～1を観測し

た。

その後、同日 16 時 12 分にＭ5.7（最大震度 6弱）の地震、16 時 18 分にＭ6.1（最大震度 5

強）の地震、16 時 56 分にＭ5.8（最大震度 5強）の地震、18 時 8 分にＭ5.8（最大震度 5強）

の地震を観測した。更に、2日 17 時 13 分にＭ4.6（最大震度 5 強）の地震、3日 2時 21 分に

Ｍ4.9（最大震度 5 強）の地震、10 時 54 分にＭ5.6（最大震度 5 強）の地震、6日 5時 26 分

にＭ5.4（最大震度 5強）の地震、23 時 20分にＭ4.3（最大震度 6弱）の地震が起こった。

イ 津波の状況

気象庁はこの地震により、16 時 12 分に石川県能登及び石川県加賀のほか、新潟県常上中下

越、佐渡、富山に「津波警報」を発表して注意を喚起した。

19 時 9 分には金沢で最大 80cm の津波を観測した。

16 時 22 分に石川県能登の「津波警報」を「大津波警報」に切り替えるとともに、山形県、

福井県、兵庫県北部の津波注意報を津波警報に切り替えた。20 時 30 分に石川県能登の「大津

波警報」を「津波警報」に切り替え、2日 1時 15 分に石川県能登及び石川県加賀を含む各地

の「津波警報」を「津波注意報」に切り替えた。10 時 00分に津波による被害の恐れはなくな

ったと判断し、「津波注意報」を解除した。

ウ 被害の概要

令和６年能登半島地震による石川県内での被害について、令和 7年 4月 30日時点で、人的

被害は、死者 574 人（うち災害関連死 346 人）、行方不明 2人、重傷者 393 人、軽傷者 876 人

の合わせて 1,845 人であった。住家被害は、全壊、半壊、一部損壊、床上浸水、床下浸水を合

わせて 116,069 棟であり、非住家被害 37,546 棟を合わせると、建物被害は 153,615 棟であっ

た。

避難所については、県内 19 市町で開設され、ピーク時の 4 日には、371 箇所の避難所に

33,530 人の被災者が避難した。また、地震発生当日の夜には、震度 5弱以上の 17 市町に災害

救助法が適用され、自衛隊や消防など防災関係機関による懸命の救助・救出活動が行われた。

５ 近隣の活断層

(1) 陸域の活断層

一般的に最近の地質時代に繰り返し活動し、将来も活動することが推定される断層を活断層

という。地質時代の第四紀、約 200万年前から現代までの間に動いたと見られる断層である。

県内の主要な活断層は、能登半島に邑知潟断層帯と、その延長上に森本・富樫断層帯がある。

また、富山県、岐阜県との県境付近に庄川断層帯が、福井県との県境付近に福井平野東縁断層

帯がある。

邑知潟断層帯は、能登半島南部の邑知潟平野付近から宝達丘陵北西縁に沿って分布する断層

帯である。七尾市から羽咋市、宝達志水町を経てかほく市に至る。全長は約 44km で北東から南

西方向に伸びており、古府断層、石動山断層、野寺断層、坪山一八野断層及び内高松付近の断

層から構成される。この丘陵地と低地に挟まれた断層帯は逆断層であり、今後、30 年以内の地

震発生確率は 2％されている。

森本・富樫断層帯は、金沢平野の南東縁に発達する活断層帯である。津幡町から金沢市を経
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て白山市明島町付近に至り、長さが約 26kmk 断層帯で、断層帯の東側が西側に乗り上げる逆断

層である。今後 30 年以内の 図 石川県とその周辺の活断層と主な被害地震

地震発生確立は 2～8％とさ

れている。庄川断層帯は、

両白山地と飛騨高知の境界

にある。全体の長さは約 67km

で、ほぼ北北西－南南東に

延びている。本断層帯は左

横ずれを主体とし、加須良

断層では東側隆起成分、白

川断層と三尾河断層では西

側隆起成分を伴う。

福井県平野東縁断層帯は、

福井平野の東部から日本海

沿岸にかけて分布する活断

層である。長さは約 45kmの

概ね南北に延びる断層帯で、

左横ずれかつ東側隆起の逆

断層である。 出典：地震調査研究推進本部

表 主要活断層帯の長期評価の概要

出典：地震調査研究推進本部
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(2) 海域の活断層

国の地震調査研究推進本部では、社会的・経済的に大きな影響を与えると考えられる主要な活断

層で発生する地震や海溝型地震を対象に、地震発生可能性の長期評価（長期評価）を実施している。

主な評価対象は、主要活断層帯及び沿岸海域の主要活断層の選定基準や陸域への地震・津波被害

を踏まえ、M7.0 以上の地震を引き起こす可能性のある断層長さ 20km 程度以上の海域活断層としてい

る。石川県の海域では、能登半島北岸断層をはじめとする活断層が分布している。

日本海中南部地域（近畿・北陸北方沖）で今後 30 年以内に M7.0 以上の地震が発生する確率は 16

～18％と評価されている。（日本海中南部の海域活断層の長期評価/R7.6.27）

〇 日本海中南部の海域活断層の長期評価

－近畿地域・北陸地域北方沖－（令和７年６月２７日）

図 評価対象の海域活断層と 図：評価対象の海域活断層と

主な被害地震の震央 海域の短い活断層分布

出典：地震調査研究推進本部 出典：地震調査研究推進本部

表 石川県の海域における主要な活断層

(出典：石川県地域防災計画－地震災害対策編－，p28，令和 8年 5月修正版)
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(3) 海域の活断層で発生した地震

能登半島西方沖から北方沖、北東沖にかけては、主として北東－南西方向に延びる複数の南東傾

斜の逆断層が活断層として確認されている。この領域で令和６年１月から３月にかけて取得した水

深データと平成 20 年のデータを比較すると、能登半島北部の活断層帯の猿山沖セグメントと珠洲沖

セグメントでは、断層トレース南東側の海底でそれぞれ約 4ｍと約 3ｍの隆起が観測されている。こ

れらの隆起は令和６年１月１日の M7.6 の地震に伴う変動を示している可能性が高く、南東傾斜の逆

断層の活動が原因と推定されている。したがって、海域の活断層にも注意が必要である。

なお、地震は活断層が明らかになっていない地域でも発生しているので、活断層の有無によって

地震発生の有無によって地震発生の有無を判断してはならない。

図 能登半島北岸沖の活断層と能登半島で過去に発生した大地震の分布

出典：産業技術総合研究所
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第７節 地震被害想定調査における地域の危険性

１ 調査概要

(1) 調査の背景と目的

平成 7年 1月 17 日に発生した阪神・淡路大震災を契機として、地震災害を予測するため、平成 7

年から 3カ年計画で、県内に大きな地震が発生した場合を想定した地震被害想定調査（以下、「前

回調査」とする）を実施した。

その後、県内では、平成 19 年 3 月の能登半島地震や令和 6年能登半島地震など県政史上未曾有

の被害をもたらした地震が発生するとともに、県外においても東日本大震災や熊本地震、大阪北部

地震、北海道胆振東部地震などの大規模地震が相次いで発生している。

こうした中、令和３年頃から能登地方において地震活動が活発化していることや地震被害想定調

査から 20 年以上が経過したことを鑑み、最新の科学的知見や手法、大規模地震から得られた課題

や教訓、建物や人口等の社会条件の変化と地域特性を反映し、新たな被害想定調査（以下、「今回調

査」とする）を実施した。その調査による能美市の被害状況については、次のとおりである。

２ 想定地震の設定

(1) 想定地震の選定

被害想定の条件とする地震動予測のための震源断層は、以下の方針で選定した。

・石川県とその周辺で発生した被害地震を考慮

・前回の想定以後に得られた学術的知見、国による地震・活断層の評価

・被害地震が発生する可能性がある地域を、県の全域で網羅的に評価できるように選定

表 震源断層の概要

(出典：石川県地域防災計画－地震災害対策編－，p32，令和 8年 5月修正版)
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図 震源断層の分布

(出典：石川県地域防災計画－地震災害対策編－，p33，令和 8年 5月修正版)

３ 地震動予測のための地盤モデル作成

地震動予測及び液状化予測のために必要な地盤モデルの作成を行った。ボーリングデータ等の既

往の調査結果を基に、県全域を 250m メッシュの作成単位でモデル化し、金沢市の人口集中区域で

は、50m メッシュにさらに細分化して、地盤モデルを作成した。

第２編 地震災害対策編



24

図 JSHIS の微地形区分（250m メッシュ）

(出典：石川県地域防災計画－地震災害対策編－，p34，令和8 年 5 月修正版)
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４ 被害の予測

(1) 想定シーン

複数の季節（積雪期を含む）・時間帯を設定して被害想定を行った。なお、季節は夏季及び冬

季の２シーン、さらに人の分布が平時と異なると考えられる正月及びＧＷとし、時間帯は深夜、

昼、夕方の３シーンを前提とした。

表 想定シーン

(出典：石川県地域防災計画－地震災害対策編－，p35，令和8 年 5 月修正版)

季節・時間帯 想定される被害の特徴

①冬 朝 5時

風速平均（5m/s）、強風（10m/s）

・就寝中の被害者が多く、圧死の危険性が高い。

・積雪による雪の重みにより倒壊家屋が増える可能性がある。

②夏 昼 12 時

風速平均（4m/s）、強風（8m/s）
・外出者が多く、自宅外で被災する危険性が高い。

③冬 夕 18 時

風速平均（5m/s）、強風（10m/s）

・火気使用が最も多く、出火の危険性が高い。

・積雪による雪の重みにより倒壊家屋が増える可能性がある。

④正月 夕 18 時

風速平均（5m/s）、強風（10m/s）

・令和６年能登半島地震が発生したシーン

・帰省者が多く、平時よりも県内の滞在者が多い。

・積雪による雪の重みにより倒壊家屋が増える可能性がある。

⑤ＧＷ 昼 12 時

風速平均（4m/s）、強風（8m/s）
・観光客が多く、平時よりも県内の滞在者が多い。
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(2) 被害想定結果

各地震の被害予測結果は次のとおりである。

表 被害想定の主な項目の被害予測結果

(出典：石川県地域防災計画－地震災害対策編－，p36，令和 8年 5月修正版)
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表 被害想定の主な項目の被害予測結果

(出典：石川県地域防災計画－地震災害対策編－，p37，令和8 年 5 月修正版)
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表 被害予測結果（能美市の被害予測）

(出典：石川県地域防災計画－地震災害対策編－，p46～p70，令和8 年 5 月修正版)
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※　建物被害・災害関連死・避難者は冬・18時・強風、人的被害（災害関連死を除く）・ライフライン被害は冬・5時・強風の結果を記載。
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(3) 災害シナリオ

ア 災害シナリオの位置づけ

被害想定と災害シナリオの位置づけは次のとおりである。

イ 災害シナリオの流れ

・想定項目別に、地震発生後から復旧期までを対象に時間経過ごとに被害様相を整理

・(2) 被害想定結果までに算出した定量的な被害想定結果のみならず、令和６年能登半島地震

等の過去の地震における被害や石川県の地理的特徴などを踏まえて整理

・石川県の地域特性を踏まえ、「誰にでも起こり得るシナリオ」「被災自治体と応援自治体のシ

ナリオ」「中山間地域のシナリオ」の３つの災害シナリオを石川県が作成

ウ 災害シナリオ －誰にでも起こり得るシナリオ－（市民）

表 誰にでも起こり得るシナリオ（１．建物被害～３．人的被害）

(出典：石川県地域防災計画－地震災害対策編－，p38，令和8 年 5 月修正版)

被害想定 災害シナリオ

内 容 ・想定地震ごとの被害量（定量） ・時間的な変化（定性＋定量）

フェーズ ・発災直後のある時点
・発災直後～復旧期

(地震発生直後、数日後、１週間後、１か月後)

目 的
・被害の最大量の把握による

具体的な防災対策の立案

・被害の様相を時系列で記述することで数値化

できない被災後の生活上のリスクなど把握
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表 誰にでも起こり得るシナリオ（４．ライフライン被害～６．生活機能障害）

表 誰にでも起こり得るシナリオ（７．その他の被害～８．経済被害）

(出典：石川県地域防災計画－地震災害対策編－，p39，令和8 年 5 月修正版)
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エ 災害シナリオ －被災自治体と応援自治体のシナリオ（行政）－

表 被災自治体と応援自治体のシナリオ

オ 災害シナリオ －中山間地のシナリオ（住民・行政）－

表 中山間地のシナリオ

第２編 地震災害対策編
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(4) 防災対策とその被害軽減効果

今回の被害想定では、以下の項目について、防災・減災対策が向上した場合の被害提言効果を

推計した。

ア 住宅の耐震化

住宅の耐震化率の向上により、建物の全壊棟数と建物倒壊による死者数が８割程度低減する

結果となっている。

・耐震化した建物であっても揺れの強さや地盤、過去の震災で蓄積した損傷等によって被害を

受ける可能性がある。

・建物が無事であっても道路や上下水道の損傷により生活基盤が被害を被り、生活が困難とな

る可能性がある。

・新しいビルなどの構造物についても、杭の耐震設計がなされていない場合は傾くなどの被害

が生じる可能性がある。

イ 家具の固定

家具の固定率の向上により、家具の転倒・落下などによる死者が６割低減する結果となって

いる。

ウ 感震ブレーカーの設置

感震ブレーカー設置率の向上により、地震火災による建物全焼棟数および火災による死者数

が６割低減する結果となっている。

エ 家庭備蓄の促進（ローリングストック）

地震に備え、最低でも３日分、できれば１週間分の食料品や簡易トイレを各家庭で備蓄を進

めてもらう。また、有効な備蓄方法として「ローリングストック」について周知に努める。

ローリングストック：普段から少し多めに買い置きし、食べたものを買い足していく備蓄方

法

図 防災対策とその被害軽減効果（森本・富樫断層帯の場合）

第２編 地震災害対策編

(出典：石川県地域防災計画－地震災害対策編－，p44，令和 8年 5月修正版)



33

５ 市民運動の展開

(1) 運動の方針

市は、市民一人ひとりの防災意識及び地域コミュニティ等の防災力を向上させるべく、いつど

こでも起こりうる災害への備えを実践する市民運動を展開する。また、地震・津波対策、治山治

水対策をはじめとする防災対策については、被害減少に向けた成果目標を設定し、戦略的・重点

的に施策を推進する。特に大規模地震対策については、緊急に取り組むべき事項と目標を設定

し、国、県、関係機関、市民等と協力し、その達成に向け対策の強化、充実を図ることが必要で

ある。

(2) 実施すべき項目

ア 「備え」を実践する市民運動の展開

イ 住宅等及び地域の防災拠点となる公共施設の耐震化

ウ 迅速・的確な防災情報の提供

エ 防災関連施設の整備

オ 災害応急体制の整備

カ 被災地の復旧・復興支援
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